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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS C 60068-2-14:2011
は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 C 60068-2-14：0000 
 (IEC 60068-2-14：2023) 

環境試験方法－電気・電子－ 
第 2-14 部：温度変化試験方法（試験記号：N） 

Environmental testing－Part 2-14: Tests－Test N: Change of temperature 
 

序文 

この規格は，2023 年に第 7 版として発行された IEC 60068-2-14 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，周囲温度の変化が供試品に及ぼす影響を分析するために，規定の周囲温度の変化を伴う試

験について規定する。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 60068-2-14:2023，Environmental testing－Part 2-14: Tests－Test N: Change of temperature（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS C 60068-2-1 環境試験方法－電気・電子－第 2-1 部：低温（耐寒性）試験方法（試験記号：A） 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60068-2-1, Environmental testing－Part 2-1: Tests－Test A: 

Cold 

JIS C 60068-2-2 環境試験方法－電気・電子－第 2-2 部：高温（耐熱性）試験方法（試験記号：B） 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60068-2-2, Environmental testing－Part 2-2: Tests－Test B: 

Dry heat 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，JIS C 60068-2-1 及び JIS C 60068-2-2 による。 

4 記号 
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𝐷 高温試験温度𝑇と低温試験温度𝑇との温度差 𝑇 低温試験温度 𝑇ୢ 低温試験温度より低くした温度 𝑇 高温試験温度 𝑇୧ 高温試験温度より高くした温度 𝑇ୗୈ 測定及び試験に用いる標準大気条件温度（15 ℃～35 ℃) ∆𝑇ୗ 供試品と試験媒体（例えば，空気）との温度差 d𝑇  温度変化率（試験 Nb） 𝑡ୗ 供試品の温度が安定するまでの時間［5.5 b)参照］ 𝑡ୗ∗ 試験室の気温から始まる，第 1 のサイクルにおける供試品の温度が安定するまでの時間 𝑡ଵ 各試験温度に対する供試品のさらし時間（空気中）又は浸せき時間（液体中） 𝑡ଶ 一方の試験槽から他方の試験槽に供試品を移し換える時間（二槽式の試験） ±𝜎 温度遷移中の試験媒体温度の適用温度許容差（試験 Nb） ±𝜎ୡ୭୬ୱ୲ 一定温度で制御中の試験媒体温度の適用温度許容差（試験 Nb） 

5 一般 
5.1 温度変化のある実環境条件 

電子装置及び部品の内部では，通常，緩やかな温度変化が起きる。装置内の機器は，電源を投入しない

場合，装置外面より緩やかな温度変化を受ける。 

急激な温度変化は，次の場合に予想することが可能である。 

－ 装置を，暖かな室内から冷えた屋外の環境に移動する場合，又はその逆の場合 

－ 装置が，降雨によって又は冷水への浸せきによって突然冷却される場合 

－ 装置を，高い熱ストレスを引き起こす部品（例えば，燃焼エンジン，中央処理装置）に取り付ける又

はその近くに配置する場合 

－ 装置が，人為的に冷却又は加熱される場合 

－ 外部に取り付けられる航空機用電子装置の内部，又は装置を暖房のない航空機若しくは航空機の貨物

室に設置する場合 

－ 特定の輸送及び保管条件の場合 

装置は，電源投入後内部に著しい温度勾配が生じ，その部品は，温度変化によるストレスを受ける。例

えば，大電力用の抵抗器の近くにある部品は，その他の部分が冷えていても熱の放射によって表面温度が

上昇する可能性がある。 

人為的に冷却される部品は，冷却装置を起動したときに温度が急激に変化することがある。部品の急激

な温度変化は，装置の製造工程中又は輸送中にも生じることがある。温度変化の回数，温度差，温度変化

の時間間隔及び装置（又は供試品）の熱応答性が重要である。 

5.2 温度変化試験の計画 

温度変化試験 Na（規定時間で移し換える温度急変試験，箇条 7 参照），Nb（定速温度変化試験，箇条 8
参照）及び Nc（二液槽温度急変試験，箇条 9 参照）は，低温と高温との間を，一方の温度から他方の温度

へ，規定条件に従った移し換えを交互に行うものである。1 サイクルの試験は，室温から始まり第 1 の試

験温度に，次に第 2 の試験温度に移行し，室温に戻して終わる。 

5.3 試験のパラメータ 
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試験のパラメータは，次のとおりである。 
－ 試験室の環境条件（主に温度及び湿度） 

－ 高温試験温度 TB 

－ 高温試験温度より高くした温度 TBi（該当する場合） 

－ 低温試験温度 TA 

－ 低温試験温度より低くした温度 TAd（該当する場合） 

－ 各試験温度に対する供試品のさらし時間又は浸せき時間 t1 

－ 移し換え時間 t2 又は温度変化率 dTR 

－ 試験サイクル数 

これらの試験は，供試品に対する温度変化の影響の検証を目的とするため，製品規格に規定がない場合，

供試品の特性を常に考慮することが望ましい。 
－ 影響を受ける部分又は中心部における供試品の熱応答性 

・ 熱伝導性 

・ 比熱容量 

－ 密度 

－ 形状 

－ 質量 

これらの特性が不明で，製品規格に規定がない場合は，これらの特性は，実験的に決定することが望ま

しい。 

指定の期間内の厳しい温度変化の回数を，使用環境条件下の回数より多くすることによって，試験は加

速される。 

高温試験温度及び低温試験温度とは，多少の時間遅れはあるが，大部分の供試品が到達する周囲温度で

あると理解されている。試験を規定する際には，供試品の特性を考慮することが望ましい。不適切な試験

の厳しさがもたらす潜在的な結果に関する詳細情報を，附属書 A に示す。 

例外的な場合にだけ，これらの試験温度を，供試品の通常の保管又は動作温度範囲外に規定することが

望ましい。 

注記 供試品の特性（質量，密度，形状）によって規定の変化率が妨げられる場合は，製品規格に規定

がない場合，通常の保管温度又は動作温度の範囲外の試験温度を規定して，目的の試験の厳しさ

を高めることが可能である。 

5.4 試験の目的及び選択 

温度変化試験は，次の場合に行うことが望ましい。 

－ 規定サイクル数の温度急変を行った後に，電気的性能を評価する場合（試験 Na 又は試験 Nc を選択） 

－ 機構部品並びにその材料及び材料の組合せが，温度急変に耐える適性を評価する場合（試験 Na 又は

試験 Nc を選択） 

－ 部品の構造が，人為的環境ストレスに耐える適性を評価する場合（試験 Na 又は試験 Nc を選択） 

－ 温度変化の結果として，電気的性能を評価する場合（試験 Nb を選択） 
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－ 温度変化の結果として，機械的性能を評価する場合（試験 Nb を選択） 

JIS C 60068 規格群で規定する温度変化試験は，低温試験温度 TA 及び高温試験温度 TB において動作させ

た場合の材料の諸定数の差異又は電気的性能を評価するためのものではない。 

5.5 各試験温度に対するさらし時間又は浸せき時間の選択 

さらし時間又は浸せき時間 t1 は，次の点に留意し，7.2.3，8.2.3，9.2.2 又は製品規格の要求事項に基づく

ことが望ましい。 

a) さらし時間又は浸せき時間 t1 の開始は，供試品を新しい環境に設置した直後とする。 

b) 温度が安定した状態とは，供試品と試験媒体との温度差 ΔTS が 5 K 以内となる場合，又は製品規格に

記載した温度差となる場合をいう。供試品の温度が安定するまでの時間 tS とは，試験の開始から温度

が規定した温度差以内になるまでの時間をいう。温度測定のために，供試品上の代表的な 1 点（又は

数点）を用いることが可能である。 

c) 各試験温度に対する供試品のさらし時間又は浸せき時間 t1 は，供試品の温度が安定するまでの時間 tS

よりも長くする。高温試験温度 TB に対するさらし時間又は浸せき時間 t1 の関係を，図 1 に示す。この

図は，発熱する供試品の状態とは異なる可能性がある。 

 

 
図 1－試験温度に対する供試品のさらし時間又は浸せき時間 t1 の決定 

5.6 移し換え時間の選択 

例えば，供試品が大きいために，移し換え時間 t2 を 3 分以内にできない場合は，試験結果に影響を与え

ない程度に，移し換え時間を次のように延長することが可能である。 𝑡ଶ ≦ 0.05 𝑡ୗ 

これは，二槽式の試験法（7.2.1 参照）だけに適用する。一槽式の試験法を用いる場合，移し換え時間 t2

は適用しない。 

5.7 温度変化試験の適用限界 

供試品内部での温度変化率は，材料の熱伝導，熱容量の空間分布，その大きさ及び表面積によって決ま

る。温度変化率の測定には，供試品上（又は内部）の代表的な一点（又は数点）を用いることが可能であ

る。 

温
度

 

供試品の温度 

時間 
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注記 1 同じ材料及び同じ質量の供試品でも、表面積が異なると，温度変化率が異なることがある。 

供試品の表面上のある一点の温度変化は，ほぼ指数関数に従う。大きい供試品の内部では，指数的上昇

と下降とが重なり，試験温度の高低温の差よりもかなり小さい振幅をもった周期的な正弦波を近似する温

度変化が生じることがある。異なる材料及び形状の熱応答性についての詳細情報を，附属書 B に示す。 

供試品と恒温槽又は液槽内の試験媒体との間の熱伝達のメカニズムを考慮することが望ましい。供試品

の表面の温度変化率は，液体が動いている場合，非常に大きな値となるが，静止している空気の場合は，

非常に小さい値となる。 

注記 2 複数の供試品を同じ試験槽内で試験すると，均一な空気の流れが妨げられる可能性がある。空

気の流れと供試品温度との関係の詳細情報については，IEC 60068-3-1 が役に立つことがある。 

試験媒体として水を用いる二液槽法（試験 Nc）は，供試品に水が浸入し，性能及び特性を悪くする場合

があるので，密封した供試品又は水の影響を受けにくい供試品に限定することが望ましい。 

水の影響を受けやすい供試品など特別な場合は，水以外の液体を用いた試験の規定が望ましい。このよ

うな試験を計画する場合には，用いる液体の熱伝達の特性（水と異なる場合がある。）を考慮する。 

注記 3 二液槽法の適否を評価する場合，JIS C 60068-2-17 の試験 Q［封止（気密性）試験］による評価

が役に立つことがある。 

試験 N は，一連の試験の一部として適用することが望ましい。損傷の種類によっては，試験 N の最終測

定において影響が現れないことがあるが，引き続き行われる試験中にだけ，影響が現れることがある。 

試験シーケンスの例として，JIS C 60068-2-17 の試験 Q［封止（気密性）試験］，JIS C 60068-2-6 の試験

Fc［正弦波振動試験］，JIS C 60068-2-30 の試験 Db［温湿度サイクル（12 時間＋12 時間サイクル）試験］

又は JIS C 60068-2-67 の高温高湿試験とすることがある。 

試験 Nc（二液槽法）は，試験 Q［封止（気密性）試験］の代わりに使用しない方がよい。 

温度変化試験を規定する場合，温度変化の条件によって影響される供試品の特性，及び起こり得る故障

メカニズムに留意することが望ましい。初期測定及び最終測定は，留意事項に応じて規定することが望ま

しい。 

6 初期測定及び最終測定 

6.1 一般 

試験 Na，Nb 及び Nc では，いずれも同じ初期測定及び最終測定を行う。 

6.2 初期測定 

製品規格の要求事項に基づき，目視によって供試品の外観検査を行い，電気的測定及び機械的点検を行

う。 

6.3 最終測定 

製品規格の要求事項に基づき，目視によって供試品の外観検査を行い，電気的測定及び機械的点検を行

う。 
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7 試験 Na：温度急変試験 

7.1 試験の概要 

この試験は，部品，装置又はその他の品目が周囲温度の急激な変化に耐える能力を決定するために行う。

この決定のために必要なさらし時間は，供試品の特性に決まる。供試品は，包装を解いた状態で，スイッ

チを切り，動作が可能な状態とする，又は製品規格に別途規定する状態とする。供試品は，空気又は不活

性ガス中で，低温及び高温に交互に置くことによって，急激な温度変化にさらされる。供試品を空気中又

は適切な不活性ガス中で，低温試験温度及び高温試験温度の試験温度に交互に置くことによって急激な温

度変化を与える。 

7.2 試験手順 

7.2.1 試験槽 

二つの試験槽（二槽式，図 2 参照），又は一つの槽で急激に温度変化させることができる試験槽（一槽

式，図 3 参照）を用いることが可能である。二つの試験槽を用いる場合，それぞれ低温用及び高温用とし，

規定の時間内に一方の試験槽から他方の試験槽へ供試品を移し換えることができるように配置する。移し

換えの方法は，手動又は自動のいずれの方法も使用可能である。 

一部の二槽式システムは，移動式熱衝撃試験装置として知られている。このシステムは，二つの個別の

試験槽の特性が組み合わされており，供試品を一つの試験槽から他の試験槽に自動的に移し換えるための

移動式昇降ケージを備えている（図 2 参照）。 

ダンパー式熱衝撃試験装置は，一槽式システムの一つの実施形態である。ダンパー式熱衝撃試験装置は，

二つの温度調整槽及び一つの固定試験槽を含んでいる。固定試験槽は，ダンパーを介して，高温槽又は低

温槽で調整された空気に交互にさらされる（図 3 参照）。この種の試験システムを用いる場合，物理的な移

し換えは不要で，移し換え時間 t2 は該当しない。 

固定試験槽，高温槽及び低温槽を備えたダンパー式熱衝撃試験装置は，通常，高温及び低温それぞれに

さらす 2 ゾーン試験が可能である。一部のダンパー式熱衝撃試験装置には，周囲空気にさらす手順を含む

3 ゾーン試験が可能なものがある。 

注記 1 試験 Na では，ダンパー式及び移動式の試験装置がよく用いられる。また，試験 Na には，性能

に応じて，2 台の個別の試験槽又は温度変化率が高い 1 台の試験槽が，よく用いられる。試験

Nb には，温度変化率が高い 1 台の試験槽が，よく用いられる。 
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記号説明 

A 高温槽 B 低温槽 C 供試品 

D 可動式ケージ E 固定式試験槽   
 

図 2－移動式熱衝撃試験装置及び二つの個別の試験槽による試験手順の概略図（例） 

 
 

記号説明 

A 高温槽 B 低温槽 C 供試品 

D ダンパー E 固定式試験槽   
 

図 3－急激な温度変化の可能な試験槽及びダンパー式熱衝撃試験装置の概略図（例） 

試験槽は，有効空間を，要求される温度に維持できるものであることが望ましい。 

供試品を入れた後，試験媒体の温度は，各試験温度に対する供試品のさらし時間 t1 の 10 %以内におい

て，規定の許容範囲内でなければならない。試験媒体の温度は，製品規格に規定がない場合，試験槽の制
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御センサ部の温度を指す。 

供試品の温度変化率が低いため，供試品を高温の試験環境に置くか（図 4 参照），又は試験室内の空気に

さらすと（図 5 参照），供試品の温度が露点温度を下回ることがある。高温試験温度 TB への急激な温度変

化中，又は供試品を低温槽から高温槽に移し換えるときは，周囲空気の湿気による結露を常に考慮するこ

とが望ましい。 

注記 2 供試品の熱容量及び質量に応じて，程度の差はあるものの，この現象は顕著になることがある。 

必要に応じて，加熱段階の除湿によって，又は圧縮空気乾燥機を用いて，供試品表面の結露を防ぐこと

が可能である。 

 

 
図 4－急激な温度変化中の結露の可能性 

 

 

図 5－供試品の移し換え中の結露の可能性 

7.2.2 供試品の取付け又は支持 

製品規格に規定がない場合，取付具又は支持具は，実用上，供試品が熱的に隔離されるように，熱伝導

の低いものとする。複数の供試品を同時に試験する場合，供試品間及び供試品と試験槽の内壁との間の空

気の流れを妨げないように供試品を配置する。 

温
度

 

高温槽の温度 

低温槽の温度 

供試品の温度 

時間 

結露の可能性 
露点温度 

温
度

 

供試品の温度 

試験媒体の温度 

結露の可能性 

露点温度 

時間 
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7.2.3 厳しさ 

試験の厳しさは，低温，高温，移し換え時間，さらし時間及び試験サイクル数の組合せで規定する。 

低温試験温度 TA は，製品規格で規定しなければならないが，製品規格に規定がない場合は，JIS C 60068-
2-1 及び／又は JIS C 60068-2-2 の試験温度から選択する。 

高温試験温度 TB は，製品規格で規定しなければならないが，製品規格に規定がない場合は，JIS C 60068-
2-1 及び／又は JIS C 60068-2-2 の試験温度から選択する。 

低温試験温度及び高温試験温度の各さらし時間 t1は，供試品の熱容量によって決まる。さらし時間 t1は，

3 時間，2 時間，1 時間，30 分間若しくは 10 分間のいずれか，又は製品規格で規定することが可能である。

製品規格にさらし時間の規定がない場合には，3 時間とみなす。 

注記 10 分間のさらし時間は，大きな時間の遅れがなく温度安定化を達成する小さな供試品の試験に適

用されることがよくある。 

例えば，供試品の熱容量が大きいために，選択したさらし時間内に供試品の温度安定化を達成できない

場合，試験の厳しさを一時的に増加させることが可能である。厳しさの増加は，温度が安定するまでとす

る。供試品の温度測定は，供試品上（又は内部）の代表的な一点（又は数点）を用いて行うことが可能で

ある。試験の厳しさの増加は，低温試験温度 TA と高温試験温度 TB との温度差を大きくすることで達成さ

れる。厳しさの増加を，図 6 に示す。 
 

 
記号説明 

A 第 1 サイクルの開始点 

B 第 1 サイクルの終了点で，かつ，第 2 サイクルの開始点 
 

図 6－試験 Na の厳しさの増加 

低温試験温度より低くした温度 TAd 及び高温試験温度より高くした温度 TBi は，製品規格に規定がない場

合，JIS C 60068-2-1 及び／又は JIS C 60068-2-2 から選択することが望ましい。 

高温試験温度より高くした温度 TBi 及び低温試験温度より低くした温度 TAd を選択する際，製品規格に規

定がない場合，選択した温度差によって引き起こされる可能性のある損傷を避けるために，供試品の温度

温
度

 

試験媒体の

設定温度 

時間 

供試品の温度 

試験媒体の温度 
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限界に従うことが望ましい。選択した温度は，試験報告書に記載する。 

推奨試験サイクル数は，製品規格に規定がない場合，5 サイクルである。 

7.2.4 前処理 

供試品及び試験槽内の温度は，測定及び試験に用いる標準大気条件温度 TSTD（15 ℃～35 ℃）とする。製

品規格に規定がある場合，供試品を規定の動作状態にする。 

7.2.5 試験サイクル 

a) 一槽式試験法 

供試品を，試験槽に入れて，低温試験温度 TA までの温度変化にさらす（図 7 参照）。 

低温試験温度 TA を，規定のさらし時間 t1 の間維持する（5.5 参照）。試験媒体の温度が安定するまでの

0.1 t1 以下の初期時間は，t1 に含める。 

 

 

図 7－Na 試験サイクル，一槽法 

注記 1 さらし時間は，槽内の温度変化の開始点から測定する。 

供試品と試験媒体との温度差 ΔTS の安定化は，製品規格に規定がない場合，規定の時間 t1（図 7 参照）

以内に達成可能である。供試品を試験槽に入れてから低温試験温度 TA までの安定化に要する時間を ts*，

高温試験温度 TB から低温試験温度 TA までの安定化に要する時間を ts で示す。 

注記 2 供試品の温度を均一化するため，又は特定の緩和処理を開始するために，t1 を延長することが

必要になる場合がある。 

供試品は，その後，高温試験温度 TB までの温度変化にさらす。 

高温試験温度 TB を，規定のさらし時間 t1 の間維持する。試験媒体の温度が安定するための 0.1 t1 以下の

初期時間は，t1 に含める。 

供試品と試験媒体との温度差 ΔTS の安定化は，製品規格に規定がない場合，規定の時間 t1（図 7 参照）

第 1 サイクル 

温
度

 

第 2 サイクル 

供試品の温度 

試験媒体の温度 

時間 
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以内に達成可能である。低温試験温度 TA から高温試験温度 TB までの安定化に要する時間を ts で示す。 

注記 3 供試品の温度を均一化するため，又は特定の緩和処理を開始するために，t1 を延長することが

必要になる場合がある。 

第 2 サイクルでは，供試品を，低温試験温度 TA にさらす。 

1 サイクルは，低温試験温度 TA 及び高温試験温度 TB に対するそれぞれのさらし時間 t1 で構成される。

最終サイクルの後，供試品の後処理手順を行う（7.3 参照）。 

注記 4 一槽式試験法では，移し換え時間は不要である。 

b) 二槽式試験法 

供試品を低温槽に入れて，低温試験温度 TA にさらす。 

低温試験温度 TA を，規定のさらし時間 t1 の間維持する（5.5 参照）。試験媒体の温度が安定するための

0.1 t1 以下の初期時間は，t1 に含める。 

注記 5 さらし時間は，供試品を試験槽に入れた時点から測定する 

供試品と試験媒体との温度差 ΔTS の安定化は，製品規格に規定がない場合，規定の時間 t1（図 8 参照）

以内に達成可能である。供試品を低温槽に入れてから低温試験温度 TA までの安定化に要する時間を ts*，

供試品を高温槽から低温槽に移し換えてから低い温試験温度 TA までの安定化に要する時間を ts で示す。 

注記 6 供試品の温度を均一化するため，又は特定の緩和処理を開始するために，t1 を延長することが

必要になる場合がある。 

その後，供試品を，移し換え時間 t2 の後に高温槽に入れて，高温試験温度 TB にさらす。t2 は，3 分以下

とすることが望ましい。 

供試品を一方の槽から取り出す時間，移し換えのために試験室の環境温度にある時間及び他方の槽に入

れる時間は，t2 に含める。 

注記 7 質量又は形状が大きい供試品の場合，一方の試験槽から他方の試験槽に移し換える時間は，製

品規格又は製品仕様で延長することが可能である（5.6 参照）。 

高温試験温度 TB を，規定のさらし時間 t1 の間維持する。試験媒体の温度が安定するための 0.1 t1 以下の

初期時間は，t1 に含める。 

注記 8 さらし時間は，供試品を試験槽に入れた時点から測定する。 

供試品と試験媒体との温度差 ΔTS の安定化は，製品規格に規定がない場合，規定の時間 t1（図 8 参照）

以内に達成可能である。供試品を低温槽から高温槽に移し換えてから高い温試験温度 TB までの安定化に

要する時間を，ts で示す。 

注記 9 供試品の温度を均一化するため，又は特定の緩和処理を開始するために，t1 を延長することが

必要になる場合がある。 

第 2 サイクルでは，供試品を，移し換え時間 t2 の後に低温槽に入れて，低温試験温度 TA にさらす。t2 は，

3 分以下とすることが望ましい。 

注記 10 質量又は形状が大きい供試品の場合，一方の試験槽から他方の試験槽に移し換える時間は，製

品規格又は製品仕様で延長することが可能である（5.6 参照）。 

1 サイクルは，低温試験温度 TA 及び高温試験温度 TB に対する 2 回のさらし時間 t1 及び 2 回の移し換え
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時間 t2 で構成される（図 8 参照）。最終サイクルの後，供試品の後処理手順を行う（7.3 参照） 
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記号説明 

 

A 第 1 サイクルの開始点 

B 第 1 サイクルの終了点で，かつ，第 2 サイクルの開始点 

図 8－Na 試験サイクル，二槽法 

7.3 後処理 

試験サイクル終了後，供試品を，測定及び試験に用いる標準大気条件温度 TSTD（15 ℃～35 ℃）に戻す。

製品規格に規定がない場合，規定の時間 t1 以内に供試品をこの温度に戻すことが望ましい。 

t1 以内に供試品の温度を戻すことが不可能な場合，又は製品規格に規定がある場合，試験槽内の温度を

測定及び試験に用いる標準大気条件温度 TSTD（15 ℃～35 ℃）まで下げる。製品規格に試験槽内の温度の規

定がない場合，規定の時間 t1 内に，温度を標準大気条件まで下げることが望ましい。 

注記 試験完了後，供試品を長時間，高温試験温度にさらしたままにすることは，供試品に予期せぬ損

傷を与える可能性がある温度保存とみなされることがある。 

後処理の試験のために，供試品を温度が安定するまで十分な時間，測定及び試験に用いる標準大気条件

温度 TSTD（15 ℃～35 ℃）に維持する。製品規格に，供試品の種類に応じた後処理時間を規定することが望

ましい。 

8 試験 Nb：定速温度変化試験 

8.1 試験の概要 

この試験は，部品，装置又はその他の品目が，周囲温度の変化に耐える能力若しくはその間に機能する

能力又はその両方の能力を判定する。 

供試品は，包装を解いた状態で，スイッチを切り，動作が可能な状態とする，又は製品規格に別途規定

する状態とする。 

tS 

温
度

 

第 1 サイクル 第 2 サイクル 

高温槽の温度 

供試品の温度 

低温槽の温度 

時間 
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供試品は，制御された割合で変化する，試験槽内の規定の温度変化にさらされる。この試験中，供試品

の性能を監視することが望ましい。 

8.2 試験手順 

8.2.1 試験槽 

試験槽は，供試品が置かれている有効空間で，次に示す条件で温度サイクルを構成できるものとする。 

a) 試験に必要な低温が維持可能である。 

b) 試験に必要な高温が維持可能である。 

c) 低温から高温，又はその逆の試験に必要な温度変化を，必要な温度変化率で実行可能である。 

8.2.2 供試品の取付け又は支持の構造 

製品規格に規定がない場合，取付具又は支持具は，供試品が熱的に隔離されるように，熱伝導の低いも

のとする。複数の供試品を同時に試験する場合は，供試品間及び供試品と試験槽の内壁との間の空気の流

れを妨げないように供試品を配置する。 

8.2.3 厳しさ 

試験の厳しさは，低温，高温，温度変化率，さらし時間及びサイクル数の組合せによって規定する。試

験の厳しさは，温度差の増加，温度変化率の増加，及び供試品への熱伝達の増加に伴い増加する。 

低温試験温度 TA は，製品規格に規定しなければならない，かつ，JIS C 60068-2-1 及び JIS C 60068-2-2
の試験温度から選択することが望ましい。 

高温試験温度 TB は，製品規格に規定しなければならない，かつ，JIS C 60068-2-1 及び JIS C 60068-2-2
の試験温度から選択することが望ましい。 

温度変化率 dTR は，製品規格に規定しなければならない。製品規格に規定がない場合，変化率の例は，

次のとおりである。 

－ 1 K/min 

－ 3 K/min 

－ 5 K/min 

－ 10 K/min 

－ 15 K/min 

－ 20 K/min 

－ 25 K/min 

注記 温度変化率が 15 K/min を超えると，厳しい試験条件になる可能性がある。 

高温及び低温の各さらし時間 t1 は，供試品の熱容量及び質量によって決まる。さらし時間 t1 は，3 時間，

2 時間，1 時間，30 分間若しくは 10 分間のいずれか，又は製品規格で規定することが可能である。製品規

格にさらし時間の規定がない場合には，3 時間とみなす。 

製品規格に規定がない場合，供試品は，連続 2 サイクルの試験にさらす。 

8.2.4 許容差 
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許容差は，製品規格に規定しなければならない。製品規格に規定がない場合，次の許容差を適用する。 

温度遷移中の温度の許容差±σT の計算は，温度変化率 dTR 及び温度差 D によって決まる。 

温度遷移中の試験媒体の温度の許容差±σT は，製品規格に規定がない場合，二つの計算値±σT,1 及び±

σT,2 の大きい値とする。ここで，値±σT,1 は，温度差 D に調整係数 0.075 を乗じて算出する。値±σT,2 は，温

度変化率 dTR に時定数 1 分を乗じて算出する。 

すなわち， 

 ±𝜎 = ±𝜎,ଵ = ±𝐷 × 0.075 （±𝜎,ଵ > ±𝜎,ଶの場合） 

又は ±𝜎 = ±𝜎,ଶ = ±d𝑇 × 1 （±𝜎,ଵ < ±𝜎,ଶの場合） 

温度変化率 dTR に対する高温試験温度と低温試験温度との推奨の組合せに適用可能な温度許容差±σT を

示す表を，附属書 C に示す。 

一定温度で試験中の試験媒体温度に適用可能な温度許容差±σTconst は，製品規格に規定がない場合，それ

ぞれ JIS C 60068-2-1 及び JIS C 60068-2-2 から取得する。 

注記 1 一定温度で試験中の期間は，温度保存の段階とみなすことが可能である。 

注記 2 大きい試験槽の場合，一定温度で試験中の許容差±σTconstが異なる場合があるため，JIS C 60068-
2-1 及び JIS C 60068-2-2 参照。 

製品規格は，特殊な状況下でより厳しい許容差を必要とする場合がある。 

許容差±σT は，温度差 D の 10 %～90 %の遷移中に適用する。許容差±σTconst は，一定温度の試験時間の

開始から 0.1 t1 後に適用するか，経過時間が 5 分以上，15 分以下の間に適用する。 

各一定温度試験の開始時の 0.1 t1，並びに各遷移の開始時及び終了時の 0.1 D の期間（図 9 に斜線領域で

示す。）には，許容差を規定していない。適用可能な許容差がある期間とない期間とをより理解するために，

図 9 参照。許容差は，試験槽制御センサで測定した温度に適用する。 
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図 9－試験温度の変動に対する許容差 

8.2.5 前処理 

供試品及び試験槽内の温度は，測定及び試験に用いる標準大気条件温度 TSTD（15 ℃～35 ℃）とする。製

品規格に規定がある場合，供試品を規定の動作状態にする。 

8.3 試験サイクル 

次に，試験槽内の温度を，低温試験温度 TA まで規定の温度変化率 dTR で下げる（図 10 参照）。 

試験槽内の温度が安定した後，規定のさらし時間 t1 の間，供試品を低温試験温度 TA にさらす。 

次に，試験槽内の温度を，高温試験温度 TB まで規定の温度変化率 dTR で上げる。 

試験槽内の温度が安定した後，規定のさらし時間 t1 の間，供試品を高温試験温度 TB にさらす。 

次に，試験槽内の温度を，測定及び試験に用いる標準大気条件温度 TSTD（15 ℃～35 ℃）まで規定の温度

変化率 dTR で下げる 

この手順が 1 サイクルとなる。 

 

温
度

 

第 1 サイクル 第 2 サイクル 

試験媒体の温度 

斜線領域には許容差の 
規定はない 

時間 0.1 t1 

5 分～15 分 
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記号説明 

A 第 1 サイクルの開始点 

B 第 1 サイクルの終了点で，かつ，第 2 サイクルの開始点 
 

図 10－Nb 試験サイクル 

発熱する供試品の試験の厳しさに及ぼす影響を制限するため，製品規格に規定がない場合，機能点検は､

各試験の温度が一定の期間だけで実施することが望ましい。供試品を連続的に動作させると，冷却中に供

試品内部の温度が均一化されなくなる可能性がある。指定の時間枠を図 11 に示すが，製品規格に規定がな

い場合，指定の時間枠は，さらし時間 t1 の 90 %に制限することが望ましい。試験槽内の試験媒体温度の安

定化のため，機能試験の指定時間枠は，製品規格に規定がない場合，温度が安定しているさらし時間 t1 の

開始から 0.1 t1 後，ただし，5 分以上，15 分以下の間に開始することが望ましい。 
 

 
図 11－供試品の中間操作のための試験時間 

8.4 後処理 

試験サイクル終了後，後処理の試験のために，供試品を温度が安定するまで十分な時間，測定及び試験

に用いる標準大気条件温度 TSTD（15 ℃～35 ℃）に維持する。 

製品規格に，供試品の種類に応じた後処理時間を規定することが望ましい。 

9 試験 Nc：二液槽温度急変試験 

9.1 試験の概要 

温
度

 

時間 

第 1 サイクル 第 2 サイクル 

温
度

 

第 1 サイクル 

機能点検及び/又は供試

品の動作 

時間 
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この試験は，部品，装置又はその他の品目が急激な温度変化に耐える能力を判定する。 

この試験手順は，厳しい熱衝撃を与え，ガラス－金属封止及び類似の供試品に適用可能である。 

供試品を二つの試験槽に交互に浸せきする。一方の試験槽には，低温試験温度 TA の液体を，他方の試験

槽には，高温試験温度 TB の液体を満たしておく。 

9.2 試験手順 

9.2.1 試験装置 

供試品が容易に浸せき可能で，かつ，迅速に移し換え可能な低温及び高温の二つの試験槽を備える。 

低温の試験槽には，製品規格で規定する低温試験温度 TA の液体を満たす。温度の規定がない場合は，液

体の温度は，0 ℃とする。 

高温の試験槽には，製品規格で規定する高温試験温度 TB の液体を満たす。温度の規定がない場合は，液

体の温度は，100 ℃とする。 

低温の試験槽は，試験中に低温試験温度 TA よりも 2 K を超える温度上昇がない構造とし，高温の試験槽

は，試験中に高温試験温度 TB よりも 5 K を超える温度低下がない構造とする。 

試験に用いる液体は，供試品の製造に用いられている材料及び表面処理に影響を与えないものとする。 

注記 液体の熱伝達率は，その種類によって異なり，特定の温度範囲に対しては試験の厳しさに影響す

る。 

9.2.2 厳しさ 

試験の厳しさは，試験槽の規定の液体の温度，一方の試験槽から他方の試験槽に移し換える時間 t2 及び

試験サイクル数で規定する。試験の厳しさは，高温試験温度と低温試験温度との温度差の増大，移し換え

時間の短縮，及び供試品への熱伝達の増加に応じて増大する。 

製品規格には，厳しさを規定するパラメータ並びに高温試験温度及び低温試験温度に対して選択する浸

せき時間 t1 の値を規定する。 

試験サイクル数は，製品規格に規定がない場合，10 サイクルである。 

9.2.3 試験 

供試品は，試験の浸せき中に動作させてはならない。製品規格に規定がない場合，スイッチを切り，そ

の可動部分を静止させる。 

9.3 試験サイクル 

試験室の温度で放置した供試品を，製品規格に規定する低温試験温度 TA の液体を入れた試験槽に浸す。 

供試品を低温の試験槽に規定の浸せき時間 t1 の間浸す。 

次に，供試品を低温の試験槽から取り出し，製品規格に規定する高温試験温度 TB の液体を入れた試験槽

に浸す。この移し換え時間 t2 は，製品規格の規定に従う。 
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供試品を高温の試験槽に浸せき時間 t1 の間浸す。 

次に，供試品を高温の試験槽から取り出し，製品規格に規定する低温試験温度 TA の液体を入れた試験槽

に浸す。この移し換え時間 t2 は，製品規格の規定に従う。 

1 サイクルは，低温試験温度 TA 及び高温試験温度 TB に対する 2 回の浸せき時間 t1 及び 2 回の移し換え

時間 t2 で構成される（図 12 参照）。 

最終サイクルの後，供試品の後処理手順を行う。 
 

 
記号説明 

A 第 1 サイクルの開始点 

B 第 1 サイクルの終了点で，かつ，第 2 サイクルの開始点 
 

図 12－Nc 試験サイクル 

9.4 後処理 

試験サイクル終了後，供試品を測定及び試験に用いる標準大気条件温度 TSTD（15 ℃～35 ℃）にさらす。

液滴は，取り除く。洗浄が必要な場合，方法を製品規格に規定する。 

製品規格に，供試品の種類に応じた後処理時間を規定することが望ましい。 

10 試験報告書に記載する情報 

試験報告書には，少なくとも次の項目を記載する。 
 

a) 顧客 （名称及び所在地） 

b) 試験所 （名称及び所在地並びにある場合には，認定状況） 

c) 試験日 （試験を実施した日付） 

d) 試験の種類 （試験記号 Na，Nb 又は Nc） 

e) 試験規格，発行年 （JIS C 60068-2-14，発行年） 

f) 供試品の詳細 （図面，写真，数量，構造の状態など） 

g) 試験槽の識別 （試験槽の識別番号，例えば，試験室内部の識別番号／

識別コード） 

温
度

 

第 1 サイクル 

時間 
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h) 試験設定 （取付け及び支持，測定点，試験媒体などの詳細） 

i) 初期測定，中間測定及び最終測定 （試験室で実施した場合） 

j) 要求された厳しさ （製品規格による。） 

k) 試験の厳しさ （前処理，試験温度，さらし時間，データなど） 

l) 供試品の性能 （機能試験の結果など） 

m) 試験中の観察事項及び行った処置 （特記事項） 

n) 試験結果 （試験の要約，例えば，合否判定） 

試験報告書には，必須情報に加えて，例えば，次の情報を含めることが可能である。 

o) 試験の目的 （開発試験，認証試験など） 

p) 試験所の試験手順書 （手順書番号及び版） 

q) 試験装置の性能 （温度制御設定値，エアフローなど） 

r) 風速若しくは向き又はその両方 （供試品に当たる風速若しくは風向又はその両方） 

s) 試験槽に依存しない測定系の不確

かさ 
（不確かさのデータ） 

t) 校正データ （前回及び次回の校正日） 

u) 温度調整中の測定若しくは負荷又

はその両方 
 

v) 受渡当事者間で合意した手順上の

変更事項 
（試験設定，適用する厳しさなど） 

試験報告書に添付できるように，試験記録を残すことが望ましい。 
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附属書 A 
（参考） 

不適切な厳しさによる潜在的な結果 

加速温度ストレス試験は，製品及び部品のライフサイクル全体にわたる信頼性を評価するための重要な

試験である。複雑な形状及び異なる材料によって，温度サイクル試験中に，供試品内に機械的ストレスが

発生する。 

試験結果の信頼性を保証するために，意図的に，供試品の温度変化を確保することが望ましい。 

供試品の温度変化は，おおよそ指数法則に従う。大きい供試品又は熱伝導率の低い供試品の内部では，

温度変化の指数関数的な交互の上昇及び下降は，適用した温度の振れより大幅に低い温度変化を周期的か

つほぼ正弦波状に引き起こす可能性がある。加速温度試験では，意図したピーク温度に達しない可能性が

ある。設定試験温度と試験媒体の温度及び供試品の温度との関係を，図 A.1 に示す。 

注記 供試品の緩やかな温度変化に影響を与える部分を特定するために，事前に供試品を検査するのが

一般的である。その結果は，供試品の安定化時間として考慮される可能性がある。 

このような理由から，代表的な一点（又は数点）で供試品の温度をモニタリングすることが望ましい。 

 

 

図 A.1－供試品の温度変化の遅延 
 

  

温
度

 

供試品の温度 

時間 

試験媒体の温度 
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附属書 B 
（参考） 

異なる材料及び形状の熱応答性 

熱伝導率及び比熱容量並びに質量及び形状のような供試品の特性は，供試品の熱応答性に大きな影響を

与える可能性がある。温度ストレス試験中の供試品の温度変化率は，供試品の熱応答性に大きく影響され

る。 

比熱容量が小さい小型の供試品及び比較的大きな表面をもつ供試品は，周囲試験媒体の温度変化に素早

く応答する。より大きい比熱容量をもつ大きな供試品及びかなり小さな表面をもつ供試品は，応答に大幅

な時間遅れがあり，温度変化も遅くなる。上記の設定試験温度と供試品の温度との関係を図 B.1 に示す。

この図は，異なる熱応答性をもつ供試品（C～E）の温度変化の例を示す。 

熱応答性が高い供試品（C）は，周囲温度（B）の上昇にほぼ即座に応答するのに対し，熱応答性が低い

供試品（D 及び E）は，いずれもより大きな時間遅れを示している。 

さらに，熱伝導率が低いと，プラスチック製の円筒形供試品に見られるように，供試品内の温度変化が

不均一になる可能性がある。熱伝導率が低いと，供試品の中心温度の温度均一化を妨げる可能性がある。

この影響は，質量の大きな供試品では増幅される可能性がある。 

試験のパラメータを規定する際には，これらの特性を考慮する。これらの特性が不明な場合は，実験的

に決定することが望ましい。供試品の熱応答性に関する更なる情報については，IEC 60068-3-1 が役に立つ

ことがある。 

 

 
記号説明 

A 設定試験温度 B 試験槽内の気温 

C 熱応答性が高い供試品 D 熱応答性が中程度の供試品 

E 熱応答性が低い供試品   
 

 

図 B.1－熱応答性が異なる供試品の温度変化率 
  

時間 

温
度

（
℃

）
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附属書 C 
（規定） 

温度変化率 dTRに対する高温試験温度と低温試験温度との 
推奨の組合せに適用可能な温度許容差±σT を示す表（試験 Nb） 

許容差は，製品規格に規定しなければならない。製品規格に規定がない場合，次の許容差を適用する。 

温度遷移中の温度の許容差±σT の計算は，温度変化率 dTR 及び温度差 D に依存する。 

温度遷移中の試験媒体の温度の許容差±σT は，製品規格に規定がない場合，二つの計算値±σT,1 及び±

σT,2 の大きい方の値とする。 

ここで，値±σT,1 は，温度差 D に調整係数 0.075 を乗じて算出する。値±σT,2 は，温度変化率 dTR に時定

数 1 分を乗じて算出する。 

次の式(C.1)及び式(C.2)を適用する。 ±𝜎 = ±𝜎,ଵ = ±𝐷 × 0.075（±𝜎,ଵ > ±𝜎,ଶの場合） ··························· (C.1) 

±𝜎 = ±𝜎,ଶ = ±d𝑇 × 1（±𝜎,ଵ < ±𝜎,ଶの場合）  ··························· (C.2) 

 

より良い理解のために，次の例に示す試験パラメータに適用可能な許容差を，図 C.1 に示す。さらに，

温度変化率 dTR に対する高温試験温度と低温試験温度との推奨の組合せに適用可能な温度許容差の一覧を，

表 C.1 に示す 

注記 大きい試験槽の場合，一定温度で試験中の許容差±σTconst が異なる場合があるため，JIS C 60068-
2-1 及び JIS C 60068-2-2 参照。 

例  TA = −55 ℃ 

TB = 85 ℃ 

dTR = 3 K/min 

 ±𝜎,ଵ = ±𝐷 × 0.075 = ±(𝑇 − 𝑇) × 0.075 = ±140 × 0.075 = ±10.5 K  ··························· (C.3) 

±𝜎,ଶ = ±d𝑇 × 1 = ±3 × 1 = ±3 K  ··························· (C.4) 

±𝜎,ଵ > ±𝜎,ଶなので，±𝜎 = ±𝜎,ଵ == ±10.5 K  ··························· (C.5) 
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図 C.1－試験のパラメータ例における試験温度の変動に対する許容差 
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表 C.1－温度変化率 dTR に対する高温試験温度と低温試験温度との推奨の組合せに適用可能な温度許容差±σT 

単位 K 

dTR = 1 K/min 
高温試験温度TB 

30 ℃ 35 ℃ 40 ℃ 45 ℃ 50 ℃ 55 ℃ 60 ℃ 65 ℃ 70 ℃ 85 ℃ 100 ℃ 125 ℃ 155 ℃ 175 ℃ 200 ℃ 

低
温
試
験
温
度

T A
 

− 65 ℃ ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±9.4 ±9.8 ±10.1 ±11.3 ±12.4 ±14.3 ±16.5 ±18.0 ±19.9 
− 55 ℃ ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±9.4 ±10.5 ±11.6 ±13.5 ±15.8 ±17.3 ±19.1 

− 50 ℃ ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±10.1 ±11.3 ±13.1 ±15.4 ±16.9 ±18.8 

− 40 ℃ ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±9.4 ±10.5 ±12.4 ±14.6 ±16.1 ±18.0 

− 33 ℃ ±4.7 ±5.1 ±5.5 ±5.9 ±6.2 ±6.6 ±7.0 ±7.4 ±7.7 ±8.9 ±10.0 ±11.9 ±14.1 ±15.6 ±17.5 

− 25 ℃ ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±8.3 ±9.4 ±11.3 ±13.5 ±15.0 ±16.9 

− 20 ℃ ±3.8 ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.9 ±9.0 ±10.9 ±13.1 ±14.6 ±16.5 

− 10 ℃ ±3.0 ±3.4 ±3.8 ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±7.1 ±8.3 ±10.1 ±12.4 ±13.9 ±15.8 

− 5 ℃ ±2.6 ±3.0 ±3.4 ±3.8 ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±5.3 ±5.6 ±6.8 ±7.9 ±9.8 ±12.0 ±13.5 ±15.4 

5 ℃ ±1.9 ±2.3 ±2.6 ±3.0 ±3.4 ±3.8 ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±6.0 ±7.1 ±9.0 ±11.3 ±12.8 ±14.6 

dTR = 3 K/min 
高温試験温度TB 

30 ℃ 35 ℃ 40 ℃ 45 ℃ 50 ℃ 55 ℃ 60 ℃ 65 ℃ 70 ℃ 85 ℃ 100 ℃ 125 ℃ 155 ℃ 175 ℃ 200 ℃ 

低
温
試
験
温
度

T A
 

− 65 ℃ ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±9.4 ±9.8 ±10.1 ±11.3 ±12.4 ±14.3 ±16.5 ±18.0 ±19.9 

− 55 ℃ ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±9.4 ±10.5 ±11.6 ±13.5 ±15.8 ±17.3 ±19.1 

− 50 ℃ ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±10.1 ±11.3 ±13.1 ±15.4 ±16.9 ±18.8 

− 40 ℃ ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±9.4 ±10.5 ±12.4 ±14.6 ±16.1 ±18.0 

– 33 ℃ ±4.7 ±5.1 ±5.5 ±5.9 ±6.2 ±6.6 ±7.0 ±7.4 ±7.7 ±8.9 ±10.0 ±11.9 ±14.1 ±15.6 ±17.5 

− 25 ℃ ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±8.3 ±9.4 ±11.3 ±13.5 ±15.0 ±16.9 

− 20 ℃ ±3.8 ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.9 ±9.0 ±10.9 ±13.1 ±14.6 ±16.5 

− 10 ℃ ±3.0 ±3.4 ±3.8 ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±7.1 ±8.3 ±10.1 ±12.4 ±13.9 ±15.8 

− 5 ℃ ±3.0 ±3.0 ±3.4 ±3.8 ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±5.3 ±5.6 ±6.8 ±7.9 ±9.8 ±12.0 ±13.5 ±15.4 

5 ℃ ±3.0 ±3.0 ±3.0 ±3.0 ±3.4 ±3.8 ±4.1 ±4.5 ±4.9 ±6.0 ±7.1 ±9.0 ±11.3 ±12.8 ±14.6 
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表 C.1－温度変化率 dTR に対する高温試験温度と低温試験温度との推奨の組合せに適用可能な温度許容差±σT（続き） 

dTR = 5 K/min 
高温試験温度TB 

30 ℃ 35 ℃ 40 ℃ 45 ℃ 50 ℃ 55 ℃ 60 ℃ 65 ℃ 70 ℃ 85 ℃ 100 ℃ 125 ℃ 155 ℃ 175 ℃ 200 ℃ 

低
温
試
験
温
度

T A
 

− 65 ℃ ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±9.4 ±9.8 ±10.1 ±11.3 ±12.4 ±14.3 ±16.5 ±18.0 ±19.9 

− 55 ℃ ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±9.4 ±10.5 ±11.6 ±13.5 ±15.8 ±17.3 ±19.1 

− 50 ℃ ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±8.6 ±9.0 ±10.1 ±11.3 ±13.1 ±15.4 ±16.9 ±18.8 

− 40 ℃ ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±7.5 ±7.9 ±8.3 ±9.4 ±10.5 ±12.4 ±14.6 ±16.1 ±18.0 

– 33 ℃ ±5.0 ±5.1 ±5.5 ±5.9 ±6.2 ±6.6 ±7.0 ±7.4 ±7.7 ±8.9 ±10.0 ±11.9 ±14.1 ±15.6 ±17.5 

− 25 ℃ ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.1 ±8.3 ±9.4 ±11.3 ±13.5 ±15.0 ±16.9 

− 20 ℃ ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±6.4 ±6.8 ±7.9 ±9.0 ±10.9 ±13.1 ±14.6 ±16.5 

− 10 ℃ ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.3 ±5.6 ±6.0 ±7.1 ±8.3 ±10.1 ±12.4 ±13.9 ±15.8 

− 5 ℃ ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.3 ±5.6 ±6.8 ±7.9 ±9.8 ±12.0 ±13.5 ±15.4 

5 ℃ ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±5.0 ±6.0 ±7.1 ±9.0 ±11.3 ±12.8 ±14.6 

dTR = 10 K/min 
高温試験温度TB 

30 ℃ 35 ℃ 40 ℃ 45 ℃ 50 ℃ 55 ℃ 60 ℃ 65 ℃ 70 ℃ 85 ℃ 100 ℃ 125 ℃ 155 ℃ 175 ℃ 200 ℃ 

低
温
試
験
温
度

T A
 

− 65 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.1 ±11.3 ±12.4 ±14.3 ±16.5 ±18.0 ±19.9 

− 55 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.5 ±11.6 ±13.5 ±15.8 ±17.3 ±19.1 

− 50 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.1 ±11.3 ±13.1 ±15.4 ±16.9 ±18.8 

− 40 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.5 ±12.4 ±14.6 ±16.1 ±18.0 

– 33 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±11.9 ±14.1 ±15.6 ±17.5 

− 25 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±11.3 ±13.5 ±15.0 ±16.9 

− 20 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.9 ±13.1 ±14.6 ±16.5 

− 10 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.1 ±12.4 ±13.9 ±15.8 

− 5 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±12.0 ±13.5 ±15.4 

5 ℃ ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±10.0 ±11.3 ±12.8 ±14.6 
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表 C.1－温度変化率 dTR に対する高温試験温度と低温試験温度との推奨の組合せに適用可能な温度許容差±σT（続き） 

dTR = 15 K/min 
高温試験温度TB 

30 ℃ 35 ℃ 40 ℃ 45 ℃ 50 ℃ 55 ℃ 60 ℃ 65 ℃ 70 ℃ 85 ℃ 100 ℃ 125 ℃ 155 ℃ 175 ℃ 200 ℃ 

低
温
試
験
温
度

TA
 

− 65 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±16.5 ±18.0 ±19.9 

− 55 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.8 ±17.3 ±19.1 

− 50 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.4 ±16.9 ±18.8 

− 40 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±16.1 ±18.0 

– 33 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.6 ±17.5 

− 25 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±16.9 

− 20 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±16.5 

− 10 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.8 

− 5 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.4 

5 ℃ ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 ±15.0 

dTR = 20 K/min 
高温試験温度TB 

30 ℃ 35 ℃ 40 ℃ 45 ℃ 50 ℃ 55 ℃ 60 ℃ 65 ℃ 70 ℃ 85 ℃ 100 ℃ 125 ℃ 155 ℃ 175 ℃ 200 ℃ 

低
温
試
験
温
度

T A
 

− 65 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

− 55 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

− 50 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

− 40 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

– 33 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

− 25 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

− 20 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

− 10 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

− 5 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 

5 ℃ ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 ±20.0 
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表 C.1－温度変化率 dTR に対する高温試験温度と低温試験温度との推奨の組合せに適用可能な温度許容差±σT（続き） 

dTR = 25 K/min 
高温試験温度TB 

30 ℃ 35 ℃ 40 ℃ 45 ℃ 50 ℃ 55 ℃ 60 ℃ 65 ℃ 70 ℃ 85 ℃ 100 ℃ 125 ℃ 155 ℃ 175 ℃ 200 ℃ 

低
温
試
験
温
度

T A
 

− 65 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

− 55 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

− 50 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

− 40 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

– 33 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

− 25 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

− 20 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

− 10 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

− 5 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 

5 ℃ ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 ±25.0 
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 著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 
 

参考文献 
JIS C 60068 規格群 環境試験方法 

注記 対応国際規格における参考文書：IEC 60068 (all parts), Environmental testing 

JIS C 60068-2-6 環境試験方法－電気・電子－第 2-6 部：正弦波振動試験方法（試験記号：Fc） 
注記 対応国際規格における参考文書：IEC 60068-2-6, Environmental testing－Part 2-6: Tests－Test Fc: 

Vibration (sinusoidal) 

JIS C 60068-2-17 環境試験方法－電気・電子－封止（気密性）試験方法 

注記 対応国際規格における参考文書：IEC 60068-2-17, Environmental testing－Part 2-17: Tests－Test 
Q: Sealing 

JIS C 60068-2-30 環境試験方法－電気・電子－第 2-30 部：温湿度サイクル（12+12 時間サイクル）試

験方法（試験記号：Db） 
注記 対応国際規格における参考文書：IEC 60068-2-30, Environmental testing－Part 2-30: Tests－Test 

Db: Damp heat, cyclic (12 h +12 h cycle) 

JIS C 60068-2-67 環境試験方法－電気・電子－基本的に構成部品を対象とした高温高湿，定常状態の

促進試験 
注記 対応国際規格における参考文書：IEC 60068-2-67, Environmental testing－Part 2-67: Tests－Test 

Cy: Damp heat, steady state, accelerated test primarily intended for components 

IEC 60068-3-1, Environmental testing－Part 3-1: Supporting documentation and guidance－Cold and dry heat 
tests 




